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1　決算規模

決算規模の推移

決算額 伸び率 決算額 伸び率

平成25年度 33,724,214 1.6 31,421,517 △ 1.2

平成26年度 38,353,388 13.7 35,406,993 12.7

平成27年度 39,382,707 2.7 37,655,346 6.4

平成28年度 34,057,199 △ 13.5 32,401,945 △ 14.0

平成29年度 32,137,063 △ 5.6 30,214,906 △ 6.7

平成30年度 32,569,381 1.3 30,603,698 1.3

令和元年度 31,649,874 △ 2.8 29,228,942 △ 4.5

令和2年度 42,977,856 35.8 40,583,791 38.8

令和3年度 42,933,401 △ 0.1 40,455,813 △ 0.3

令和4年度 43,557,205 1.5 40,556,981 0.3

【単位:千円．％】

年度
歳入 歳出

○ 歳入総額は、435億5,720万5千円、前年度から、6億2,380万4千円、1.5％増加して
います。

○ 歳出総額は、405億5,698万1千円、前年度から、1億116万8千円、0.3％増加してい
ます。

〇 公債費の借り換えに伴う借換債及び繰り上げ償還元金が歳入歳出総額にそれぞれ12億
450万円が含まれているため、決算規模が増大しています。
（令和3年度の借換債 8億7,940万円）
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2　決算収支

【単位：千円】

区分 令和4年度 令和3年度 増減

歳入 43,557,205 42,933,401 623,804

歳出 40,556,981 40,455,813 101,168

形式収支(歳入－歳出) 3,000,224 2,477,588 522,636

翌年度繰越財源 1,209,943 572,444 637,499

実質収支 1,790,281 1,905,144 △ 114,863

単年度収支 △ 114,863 252,430 △ 367,293

実質単年度収支 △ 114,042 △ 299,330 185,288

形式収支：歳入歳出差引額。

実質収支：歳入歳出差引総額から翌年度に繰り越すべき財源を控除した額。

単年度収支：当該年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引いた額。

実質単年度収支：単年度収支に、実質的な黒字要素を加え、赤字要素を差し引いた額。

データ範囲を修正 10年分

○ 形式収支は、歳入総額435億5,720万5千円から歳出総額405億5,698万1千円を差し引いた
30億22万4千円となりました。

○ 実質収支は、形式収支30億22万4千円から、翌年度繰越財源12億994万3千円を差し引い

た17億9,028万1千円となりました。

○ 単年度収支は、実質収支17億9,028万1千円から令和3年度の実質収支19億514万円1千円
を差し引いた△1億1,486万3千円となりました。

○ 実質単年度収支は、単年度収支に黒字的要素である財政調整基金積立額3億7,568万5千
円を加え、赤字的要素である財政調整基金繰入額3億7,486万4千円を差し引き△1億
1,404万2千円となりました。
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3　歳入

金額 構成比 増減額 伸び率 金額 構成比

1 市税 8,996,167 20.6 488,745 5.7 8,507,422 19.8

　うち市民税 3,898,058 8.9 212,385 5.8 3,685,673 8.6

　うち固定資産税 4,073,307 9.4 214,202 5.6 3,859,105 9.0

2 地方譲与税等 2,250,843 5.2 74,843 3.4 2,176,000 5.2

3 地方特例交付金 66,566 0.2 △ 232,402 △ 77.7 298,968 0.7

4 地方交付税 9,091,655 20.9 △ 208,337 △ 2.2 9,299,992 21.7

　(臨財債を含む実質交付税) 9,396,803 21.6 △ 975,143 △ 9.4 10,371,946 24.2

5 国庫支出金 6,166,094 14.1 △ 1,760,380 △ 22.2 7,926,474 18.5

6 県支出金 2,557,805 5.9 134,436 5.5 2,423,369 5.6

7 その他 10,867,427 24.9 2,834,205 35.3 8,033,222 18.7

8 市債 3,560,648 8.2 △ 707,306 △ 16.6 4,267,954 9.9

　うち臨財債を除く通常債 3,255,500 7.5 59,500 1.9 3,196,000 7.4

43,557,205 100.0 623,804 1.5 42,933,401 100.0

20,405,231 46.9 122,849 0.6 20,282,382 47.2

20,710,379 47.6 △ 643,957 △ 3.0 21,354,336 49.7

注1 「地方譲与税等」は、地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、

　法人事業税交付金、環境性能割交付金の合計額。

注2 「その他」は、交通安全対策特別交付金、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄附金、繰入金、繰越金、諸収入の合算額。

一般財源(臨財債含む)

(単位：千円、％)

区　分
令和4年度 令和3年度

歳入合計

一般財源(1,2,3,4)

○ 市税は、4億8,874万5千円増加し、89億9,616万7千円となっています。
主な要因としては、新型コロナウイルス感染症の影響からの景気回復により、市民税が2億1,238万5千
円増加したほか、たばこ税や入湯税についても増加しています。
また、固定資産税については、新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受けた中小企業者等に対
する、償却資産と事業用家屋に係る固定資産税の軽減措置のうち、事業用家屋分が終了したため、
2億1,420万2千円増額となっています。
なお、市税収納率は、前年度から1.6ポイント増加し、過去最高の95.0％となりました。

○ 地方特例交付金は、2億3,240万2千円減少し、6,656万6千円となっています。
主な要因としては、中小企業者等に対する固定資産税軽減措置分として交付されていた、新型コロナ
ウイルス感染症対策地方税減収補填特別交付金のうち、事業用家屋分が終了したことりより、2億
2,610万5千円減少したためです。

○ 地方交付税については、普通交付税が令和4年度国の補正予算により追加交付されたが、1億8,816万円
減少し、また、特別交付税も2,017万7千円減少し、合計90億9,165万5千円となっています。
臨時財政対策債を含む実質交付税は、税及び税交付金が増加し、基準財政収入額が増額となったた
め、9億7,514万3千円減少し、93億9,680万3千円となっています。

○ 国庫支出金は、17億6,038万円減少し、61億6,609万4千円となっています。
主な要因としては、物価高騰による子育て世帯や低所得世帯に対する各種交付金が11億1,674万5千
円、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金が4億1,630万6千円減少し、さらに、道整備交
付金が7,657万円、文化財保存事業費関係国庫補助金が6,249万5千円、学校施設環境改善交付金が
3,667万5千円減少したためです。

○ 県支出金は、1億3,443万6千円増加し、25億5,780万5千円となっています。

主な要因としては、市町村等工業団地内整備促進事業補助金が4,737万5千円減少したが、生活困窮者

緊急生活支援金給付事業費補助金が1億1,091万3千円、参議院議員選挙費委託金が3,038万6千円増加し
たためです。

○ 市債は、7億730万6千円減少し、35億6,064万8千円となっています。
主な要因としては、浅川中学校校舎等改修事業の財源とした、学校教育施設等整備事業債が8億4,840
万円、借換債が3億2,510万円増加したが、臨時財政対策債が7億6,680万6千円、合併特例債が5億
4,580万円、防災・減災・国土強靭化緊急対策事業債が3億5,560万円、緊急防災・減災事業債が1億
7,800万円減少したためです。

3P歳入
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4　歳出

（1）性質別歳出

金額 構成比 増減額 伸び率 金額 構成比
17,914,817 44.2 △ 435,785 △ 2.4 18,350,602 45.3

1 人件費 5,273,140 13.0 130,600 2.5 5,142,540 12.7
2 扶助費 7,381,677 18.2 △ 914,037 △ 11.0 8,295,714 20.5
3 公債費 5,260,000 13.0 347,652 7.1 4,912,348 12.1

4,679,844 11.5 208,943 4.7 4,470,901 11.1
4 普通建設事業費 4,679,844 11.5 208,943 4.7 4,470,901 11.1

　うち補助事業費 2,595,540 6.4 604,884 30.4 1,990,656 4.9
　うち単独事業費（県営事業含む） 2,084,304 5.1 △ 395,941 △ 16.0 2,480,245 6.2

5 災害復旧事業費 0 0.0 0 0.0 0 0.0
17,962,320 44.3 328,010 1.9 17,634,310 43.6

6 物件費 6,602,726 16.3 3,670 0.1 6,599,056 16.3
7 維持補修費 143,428 0.3 △ 37,280 △ 20.6 180,708 0.5
8 補助費等 4,000,163 9.9 303,748 8.2 3,696,415 9.1
9 積立金 3,901,553 9.6 △ 30,338 △ 0.8 3,931,891 9.7

10 投資及び出資金 646,791 1.6 54,799 9.3 591,992 1.5
11 繰出金 2,667,659 6.6 33,411 1.3 2,634,248 6.5

40,556,981 100.0 101,168 0.3 40,455,813 100.0

(単位：千円、％)

区　分
令和4年度 令和3年度

歳出合計

義務的経費

投資的経費

その他の経費

○ 義務的経費(人件費・扶助費･公債費)は、4億3,578万5千円減少し、179億1,481万7千円となっていま
す。
人件費は、1億3,060万円増加し、52億7,314万円となっています。
主な要因としては、人事院勧告により、職員人件費が6,506万7千円、令和3年度に比べ、退職者が多
かったことなどによる退職手当負担金が3,011万円、保育士、調理員の処遇改善などによる会計年度任
用職員の人件費が2,611万5千円増加したためです。
扶助費は、9億1,403万7千円減少し、73億8,167万7千円となっています。
主な要因としては、障害者介護給付・訓練等給付事業が8,248万8千円増加したが、物価高騰対策による
子育て世帯や低所得世帯に対する各種給付金が11億384万円減少したためです。
公債費は、3億4,765万2千円増加し、52億6,000万円となっています。
主な要因としては、借換債が3億2,510万円増加したためです。

○ 投資的経費(普通建設事業費・災害復旧費)は、2億894万3千円増加し、46億7,984万4千円となっていま
す。
普通建設事業は、2億894万3千円増加し、46億7,984万4千円となっています。
主な要因としては、笛吹みんなの広場整備事業が6億604万円、庁舎等施設整備事業が1億1,264万
9千円、道路維持管理事業が8,276万2千円減少したが、浅川中学校校舎等改修事業が8億1,937万8千円
増加したためです。

○ その他の経費は、3億2,801万円増加し、179億6,232万円となっています。
物件費は、367万円増加し、66億272万6千円となっています。
主な要因としては、笛吹市消費喚起キャンペーン事業が5億763万3千円、内部情報系システム構築事業
が2億1,140万7千円、浅川中学校校舎等改修事業が1億9,259万3千円減少したが、ふるさと納税事業が
6億3,497万1千円、学校給食費公会計化事業が3億1,449万5千円増加したためです。
補助費等は、3億374万8千円増加し、40億16万3千円となっています。
主な要因としては、新型コロナウイルス感染症予防接種事業が1億8,729万4千円、出産・子育て応援交
付金事業が5,340万円増加したためです。
積立金は、3,033万8千円減少し、39億155万3千円となっています。
主な要因としては、ふるさと納税寄附金の増加により、まちづくり基金積立金が5億2,215万7千円増加
したが、減債基金積立金が4億5,989万9千円、財政調整基金積立金が5,186万円、地域振興基金積立金が
3,498万9千円減少したためです。

5Ｐ歳出 (性質別)
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（2）目的別歳出

金額 構成比 増減額 伸び率 金額 構成比

1 議会費 240,314 0.6 25,870 12.1 214,444 0.5

2 総務費 4,984,439 12.3 286,843 6.1 4,697,596 11.6

3 民生費 12,351,902 30.5 △ 836,688 △ 6.3 13,188,590 32.6

4 衛生費 2,350,221 5.8 213,482 10.0 2,136,739 5.3

5 労働費 11,892 0.0 △ 30 △ 0.3 11,922 0.0

6 農林水産業費 1,174,226 2.9 △ 50,693 △ 4.1 1,224,919 3.0

7 商工費 1,363,100 3.3 △ 502,170 △ 26.9 1,865,270 4.6

8 土木費 3,451,026 8.5 △ 566,148 △ 14.1 4,017,174 9.9

9 消防費 1,225,415 3.0 66,824 5.8 1,158,591 2.9

10 教育費 4,242,758 10.5 1,146,768 37.0 3,095,990 7.7

11 災害復旧費 0 0 0 0 0 0

12 公債費 5,260,000 13.0 347,652 7.1 4,912,348 12.2

13 諸支出金 3,901,688 9.6 △ 30,542 △ 0.8 3,932,230 9.7

40,556,981 100.0 101,168 0.3 40,455,813 100.0

(単位：千円、％)

区　分
令和4年度 令和3年度

歳出合計

○ 総務費は、2億8,684万3千円増加し、49億8,443万9千円となっています。
主な要因としては、一括計上していた退職手当負担金を、人件費を計上する所管課に振り分けたこと
により、総務課等人件費が2億5,093万8千円、内部情報系システム構築事業が2億1,140万7千円減少し
たが、ふるさと納税寄附金の増加により、ふるさと納税事業が6億3,699万6千円、庁舎等維持管理事業
が6,733万4千円増加したためです。

〇 民生費は、8億3,668万8千円減少し、123億5,190万2千円となっています。
主な要因としては、物価高騰による低所得者対策として実施した、電力・ガス・食料品等価格高騰緊
急支援給付金給付事業が3億3,011万5千円増加したが、令和３年度子育て世帯への臨時特別給付金給付
事業が10億3,306万6千円減少したためです。

〇 衛生費は、2億1,348万2千円増加し、23億5,022万1千円となっています。
主な要因としては、上水道事業会計補助費が9,443万7千円、新型コロナウイルス感染症予防接種事業
が6,405万円、出産・子育て応援交付金事業が5,567万1千円増加したためです。

〇 商工費は、5億217万円減少し、13億6,310万円となっています。
主な要因としては、笛吹市消費喚起キャンペーン事業が5億763万3千円減少したためです。

○ 土木費は、5億6,614万8千円減少し、34億5,102万6千円となっています。
主な要因としては、御坂路さくら公園内ふれあい広場改修工事などにより、公園維持管理事業が
6,906万8千円増加したが、令和3年度に整備し完了した、笛吹みんなの広場整備事業が6億2,194万
1千円減少したためです。

○ 教育費は、11億4,676万7千円増加し、42億4,275万8千円となっています。
主な要因としては、史跡甲斐国分寺跡整備事業が7,712万4千円減少したが、浅川中学校校舎等改修事
業が6億2,678万4千円、一宮西小学校校舎改修工事などを実施した小学校施設計画的改修事業が3億
3,936万7千円、学校給食費公会計化事業が3億1,088万1千円増加したためです。

7Ｐ歳出 (目的別)
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8Ｐ歳出 (目的別グラフ)



5　財政構造の弾力性

経常収支比率・実質公債費比率の推移 （％）

年度 経常収支比率 実質公債費比率

平成25年度 84.8 14.2

平成26年度 88.4 13.8

平成27年度 89.0 13.4

平成28年度 92.5 13.1

平成29年度 88.9 12.9

平成30年度 89.3 12.0

令和元年度 91.6 10.8

令和2年度 94.2 9.1

令和3年度 90.7 8.2

令和4年度 87.9 7.5

（令和3年度県内市平均） 82.3 7.1

（令和3年度全国市町村平均） 88.9 5.5

○ 経常収支比率は、2.8ポイント減少し、87.9％となっています。
主な要因としましては、歳入において、市税などの経常的収入が1億2,284万9千円増加
し、さらに、歳出において、ふるさと納税事業などの、臨時的経費が増加したためで
す。
経常収支比率は、指標が低いほど、財政構造に弾力性があるとされており、社会経済や
行政需要の変化に適切に対応していくためには、財政の弾力性の維持が必要となりま
す。

○ 実質公債費比率は、0.7ポイント減少し、7.5％となっています。
減少の要因としましては、実質公債費比率は、決算年度を含む3年間の比率の平均値で
算出されますが、令和3年度の実質公債費比率において、算定に含まれる令和元年度の
単年度の比率が9.6%と令和4年度の単年度の比率7.6%と比較して高かったことによるも
のです。
実質公債費比率について、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」において、
市町村の早期健全化基準は25％とされており、本市はこの水準を下回っています。

9Ｐ財政構造の弾力性
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10Ｐ財政構造の弾力性 (グラフ)



(単位：千円、％)

令和4年度 令和3年度 増減額 伸び率

38,396,797 39,947,940 △ 1,551,143 △ 3.9

24,964,827 25,399,522 △ 434,695 △ 1.7

17,022,752 18,383,529 △ 1,360,777 △ 7.4

13,431,970 14,548,418 △ 1,116,448 △ 7.7

1,232 5,222 △ 3,990 △ 76.4

19,659,567 19,864,238 △ 204,671 △ 1.0

3,730,421 3,729,600 821 0.0

14,133,077 14,338,891 △ 205,814 △ 1.4

18,738,462 20,088,924 △ 1,350,462 △ 6.7

金額 伸び率 金額 伸び率 金額 伸び率

平成25年度 40,312,997 3.1 16,141,095 2.7 24,201,339 3.4

平成26年度 42,167,584 4.6 15,325,869 △ 5.1 26,866,412 11.0

平成27年度 43,915,933 4.1 16,318,365 6.5 27,617,758 2.8

平成28年度 43,734,302 △ 0.4 16,497,867 1.1 27,253,965 △ 1.3

平成29年度 42,953,263 △ 1.8 16,484,785 △ 0.1 26,482,836 △ 2.8

平成30年度 42,773,189 △ 0.4 17,272,118 4.8 25,513,437 △ 3.7

令和元年度 41,168,466 △ 3.8 17,113,799 △ 0.9 24,065,517 △ 5.7

令和2年度 40,422,610 △ 1.8 18,201,394 6.4 22,229,365 △ 7.6

令和3年度 39,947,940 △ 1.2 19,864,238 9.1 20,088,924 △ 9.6

令和4年度 38,396,797 △ 3.9 19,659,567 △ 1.0 18,738,462 △ 6.7

　　　うちその他特定目的基金

　将来にわたる実質的な財政負担　A+B-C

区　　分

　市債現在高　A

　　　うち通常債

　　　通常債のうち合併特例債

　　　うち財政調整基金

6　将来にわたる実質的な財政負担

(単位：千円、％)

※　基金現在高については、土地開発基金は定額運用基金のため、北野福祉基金は原資が株式のため、例年除
　　 いている。

市債現在高 基金現在高 将来にわたる実質的な財政負担
年度

　　　うち臨時財政対策債

　債務負担行為額　B

　基金現在高　C

○ 市債現在高は、15億5,114万3千円減少し、383億9,679万7千円となっています。
主な要因としては、教育・福祉施設等整備事業債が8億3,463万5千円増加したが、一般単独事業
債が11億6,357万1千円、臨時財政対策債が11億1,644万8千円減少したためです。

○ 基金現在高は、2億467万1千円減少し、196億5,956万7千円となっています。
主な要因としては、まちづくり基金に31億3,013万2千円、減債基金に3億8,032万3千円、財政調
整基金に3億7,568万5千円を積み立てていますが、令和5年度に繰り越した笛吹市消費喚起キャン
ペーン事業の財源9億229万7千円を含む、まちづくり基金を29億342万7千円取り崩し、さらに、
公共施設整備等基金を4億2,087万2千円、減債基金を3億8,000万円、財政調整基金を3億7,486万4
千円取り崩したためです。

○ 将来にわたる実質的な財政負担は、市債が15億5,114万3千円、債務負担行為額が399万円減少し
たが、基金現在高も2億467万1千円減少したため、13億5,046万2千円減少となり、187億3,846万
2千円となっています。

11Ｐ将来にわたる実質的財政負担
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12Ｐ将来にわたる実質的財政負担 (グラフ)



7　参考資料

(単位：千円、％)

指　標　名 令和4年度 令和3年度 増減 令和2年度 令和元年度 平成30年度

地方交付税関係数値

普通交付税額 8,291,642 8,479,802 △ 188,160 7,721,316 7,921,433 8,201,378

基準財政需要額(一本算定）※ 16,945,877 16,673,813 272,064 16,251,228 15,669,660 15,501,232

基準財政需要額(R2以前合併算定替）※ - - - 16,280,027 16,007,986 16,206,986

基準財政収入額(R2以前合併算定替） 8,614,657 8,202,512 412,145 8,550,394 8,072,454 8,005,608

標準税収入額等 10,861,491 10,310,697 550,794 10,776,172 10,223,384 10,135,321

臨時財政対策債発行可能額 305,148 1,071,954 △ 766,806 840,667 759,997 997,713

標準財政規模 19,458,281 19,862,453 △ 404,172 19,338,155 18,904,814 19,334,412

財政力指数（3ゕ年平均） 0.510 0.510 0.000 0.518 0.515 0.517

決算関係数値

実質収支比率 9.20 9.59 △ 0.39 11.4 10.33 8.36

一般財源比率 58.6 58.8 △ 0.2 52.9 71.0 69.1

自主財源比率 45.6 38.5 7.1 31.5 39.6 37.5

経常収支比率 87.9 90.7 △ 2.8 94.2 91.6 89.3

健全化判断比率4指標

実質赤字比率 ― ― ― ― ― ―

連結実質赤字比率 ― ― ― ― ― ―

実質公債費比率 7.5 8.2 △ 0.7 9.1 10.8 12.0

将来負担比率 ― 5.5 ― 24.9 48.0 47.4

公営企業経営健全化指標（参考）

資金不足比率 ― ― ― ― ―

※　交付税算出の基準財政需要額は合併算定替数値を適用しているが、財政力指数算出は一本算定数値を適用している。

決算に基づく主な財政指標の推移

13Ｐ主な財政指標



（単位：千円　％）

翌年度へ繰越

金　額 収入率 金　額 執行率 すべき財源 実質単年度収支

(A) (B) (B)/(A) (C) (C)/(A) (D) (B)-(C)-(D) （単年度収支）

平成16年度 19,607,721 19,868,641 101.3 17,671,733 90.1 316,728 1,880,180 － － －

平成17年度 28,184,426 28,070,686 99.5 26,718,403 94.7 147,221 1,205,062 △ 675,118 △ 621,056 △ 35.9

平成18年度 28,014,973 27,881,163 99.5 26,775,859 95.5 265,694 839,610 △ 365,452 △ 439,483 △ 30.3

平成19年度 29,172,934 28,723,401 98.4 27,722,344 95.0 182,223 818,834 △ 20,776 31,977 △ 2.5

平成20年度 30,756,701 29,909,332 97.2 28,959,535 94.1 157,928 791,869 △ 26,965 △ 21,094 △ 3.3

平成21年度 32,240,389 30,392,121 94.2 28,825,089 89.4 694,121 872,911 81,042 △ 94,015 10.2

平成22年度 35,371,634 33,516,075 94.7 31,471,450 88.9 651,605 1,393,020 520,109 784,607 59.6

平成23年度 37,116,877 33,982,149 91.5 32,138,727 86.5 658,430 1,184,992 △ 208,028 475,124 △ 14.9

平成24年度 37,679,703 33,204,031 88.1 31,800,821 84.3 246,391 1,156,819 △ 28,173 323,361 △ 2.4

平成25年度 39,848,184 33,724,214 84.6 31,421,517 78.8 920,944 1,381,753 224,934 626,018 19.4

平成26年度 45,495,734 38,353,388 84.3 35,406,993 77.8 1,197,181 1,749,214 367,461 △ 144,437 26.6

平成27年度 42,653,549 39,382,707 92.3 37,655,346 88.2 215,492 1,511,869 △ 237,345 878,520 △ 13.6

平成28年度 35,184,139 34,057,199 96.7 32,401,945 92.0 100,787 1,554,467 42,598 89,820 2.8

平成29年度 34,300,371 32,137,063 93.6 30,214,906 88.0 230,654 1,691,503 137,036 139,011 8.8

平成30年度 33,381,496 32,569,381 97.5 30,603,698 91.6 349,257 1,616,426 △ 75,077 △ 71,633 △ 4.4

令和元年度 33,675,386 31,649,874 93.9 29,228,942 86.7 467,992 1,952,940 336,514 297,534 20.8

令和2年度 46,636,965 42,977,856 92.1 40,583,791 87.0 188,695 2,205,370 252,430 255,571 12.9

令和3年度 46,016,753 42,933,401 93.2 40,455,813 87.9 572,444 1,905,144 △ 300,226 △ 299,330 △ 13.6

令和4年度 46,734,146 43,557,205 93.2 40,556,981 86.7 1,209,943 1,790,281 △ 114,863 △ 114,042 △ 6.0

1
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表

平成16年度～令和4年度　一般会計歳入歳出決算総括表

年度
予算額

歳入決算額 歳出決算額 差引残高
(実質収支)

差引残高
対前年金額 差引残高

対前年増減率


